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1. はじめに
中小企業を取り巻く経営環境は、東日本大震災の影響や、円高の進展、大企
業の海外移転等による取引構造の変化、新興国の台頭など、内外環境が大きく
変化する中で厳しさを増している。ただ、2013年 3月末の金融円滑化法の失
効で懸念されていた中小企業の倒産が増加するという事態については、景気の
回復基調を反映してか、少なくとも 2014年の年初の時点において、特筆すべ
き変化は確認されていない。倒産件数に関する限り、2013年はすべての月に
おいて対前年同月比でマイナスとなっている1)。他方、改善傾向こそ示されて
いるものの、地域間の経済格差は依然として存在しており、景気回復がすべて
の地域で認められると結論付けるのは早計であろう2)。
地域経済の景気動向と密接な関係を有しているのが、地元の地域金融機関の
存在である。この関係をより強化することで、さらなる地域経済の活性化を図
ることを目指しているのが、2003年度からのリレーションシップバンキング
（以下リレバンと略記）の機能強化の推進である。この地域金融機関だけを対
象とした金融行政の方針は、当初こそ 2年間の限定的な強化期間を設けられ
て始まったが、2007年度からは恒久的に推進することが決定している。しか
しながら、少なくとも地域経済の指標を見る限り、その意図した政策目的が実
現しているとは言い難い。そもそも、地域の景況と地元金融機関の貸出行動が
どのような因果関係を有しているのかについては必ずしも明らかにされておら
ず、後者の先行的な影響を前提とするかのような政策の推進には違和感を拭え
ない。さらに、近年の地域金融機関を取り巻く経営環境の変化として、店舗網
の広域化の進展を指摘することができる。当然ながら、再編を理由とするもの
も少なくないが、地方銀行を中心に積極的に本店所在地の近隣都道府県に店舗
を新設する事例が散見される。1997年に店舗規制が完全撤廃されて既に久し
いものの、店舗網の広域化は既存顧客との関係の希薄化につながる可能性が少
1) 中小企業庁が公表している「倒産の状況」（2013 年 12 月 25 日更新）より引用。
2) 内閣府経済社会総合研究所が公表している「平成 22 年度県民経済計算について」によると、1
人当たり県民所得の変動係数は、平成 17 年度の 17.31 をピークに 5 年連続で低下しており、
平成 22 年度では 13.50 となっている。
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なくなく、地域密着型のリレバンの推進とは矛盾する印象が拭えない。
本論の目的は、これらの店舗数に基づく地域金融機関の競争度が地域の景
況とどのような因果関係を有しているのかについて、関西の市町村データに基
づいて検証することにある。地域の景況を反映する指標として、本論ではリ
レバン機能強化の効果が反映されると考えられる民営事業所の開業率と廃業
率を採用する3)。貸し手の競争環境が新事業の促進や既存事業の再生に寄与し
ているのであれば、競争度が高い地域ほど開業率は高く、廃業率は低くなるこ
とが予想される。実際、アメリカの状況について分析した Black and Strahan
（2002）では、貸し手の集中度が高くなるほど開業率は低くなる傾向にあるこ
とを報告している。同様の結果は、式見（2012）においても報告されている。
ただし、日本における金融機関の競争度とリレバンとの関係については、家
森・小倉（2009）や Ogura（2012）において、競争度が高い地域ほど、金融
機関の視野が短期化するためにリレバンが行われにくくなることが報告されて
いる。また、信用金庫を取り上げた Kano et al.（2011）では、競争度が低い
地域ほど、取引先の貸出金利が低減する傾向にあることを報告している4)。こ
れらの分析結果は、地域金融市場の集中度が増すほどリレバンが形成されやす
いことを示した Petersen and Rajan（1995）や Zarutskie（2006）と整合的
である5)。
他方、上記の日本における先行研究は全国を分析対象としており、多様性が
予想される地域経済で、かつ営業拠点が限定されている地域金融機関の経営特
3) 本論でリレバン機能強化の成果を開業の促進と廃業の抑制とする根拠は、2003 年 3 月に金融
庁が公表した「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」にお
いて、中小企業金融の再生に向けた取組みとして、創業・新事業支援機能等の強化、取引先企業
に対する経営相談・支援機能の強化、早期事業再生に向けた積極的取組みを掲げていることに
よる。なお、新規開業の程度と地域経済の景況が関連していることは、Acs and Armington
（2004）や Audretsch and Fritsch（2002）, Fritsch and Mueller（2004）などにおいても
指摘されている。
4) これらの先行研究は、リレバンの成立要件や背景について検証することを目的としており、2003
年からのリレバン機能強化の推進による変化に着目した分析としては、佐藤（2011）を例外と
して現時点では極めて過少である。
5) 対照的に、Boot and Thakor（2000）の理論分析では、貸出市場が競争的であればあるほど
リレバンは形成されやすいことが示されている。
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性を十分に考慮しているとは言い難い6)。関西だけを取り扱う本論のように、
分析対象を特定地域に限定することで、これらの問題のある程度は改善できる
と考えられる7)。なお、本論で関西を取り上げる理由は、後述する近年の経営
環境の変化についての説明にある通り、バブル崩壊後の過程で地域金融機関の
経営破綻が相次いだことで競争環境が大きく変化しており、経年的な変化を捉
えるのに適していると考えられるためである。また、メガバンクの再編で大阪
に本店を構えている都市銀行が 3つから 1つに減少していることも地域金融
機関のプレゼンスに大きな影響を与えている可能性が大きく、分析対象として
取り上げるのに極めて興味深い地域であると判断した。本論の構成は以下の通
りである。
第 2節では、近年の関西における地域金融機関の再編の動向について、信
用金庫を中心に整理を行う。第 3節では、本論で採用する分析方法と使用する
データについて説明を行う。第 4節では、実証分析の結果をまとめ、地域金融
機関の店舗再編を通じた競争環境の変化が民営事業所の開廃業に与える影響に
ついて政策的な含意を考察する。最後に、第 5節においてまとめと課題を述
べ、本論の結びとする。
2. 地域金融機関の店舗再編の概況
2.1 合併等による地域金融機関の統合の変遷
信用金庫の再編に関する議論の前に、関西における地域銀行の再編につい
て概観する。1980年代を通じて、関西に本店を構える地銀、第二地銀の数は、
それぞれ 8行、13行で推移してきた。府県別の違いでは、京都、奈良、滋賀
では地銀と第二地銀がそれぞれ 1行ずつ、兵庫と和歌山では地銀が 1行、第
二地銀が 2行、大阪では地銀が 3行、第二地銀が 6行となっていた。その後、
1995年度から経営破綻などが相次ぐこととなり、2012年度末の時点では、関
6) 金融的な要素については必ずしも考慮されていないものの、開業率の決定要因に地域性を考慮し
ている先行研究として、岡室・小林（2005）、黒瀬・大塚（2007）などが挙げられる。
7) 播磨谷（2013）と播磨谷・吉原（2014）では、それぞれ滋賀と京都だけを取り上げ、同様の検
証課題について分析を行っている。
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西 2府 4県の総計で、地銀が 7行、第二地銀が 3行となっている。地銀の減
少は、いずれも大阪に本店を構える池田銀行と泉州銀行が 2010年 5月に合併
して池田泉州銀行が発足したためであるが、第二地銀についてはそのほとんど
がバブル経済崩壊後の不良債権問題に起因する経営破綻によるものである。特
に、戦後初の銀行破綻となった兵庫銀行や、同じく戦後初の清算による破綻処
理の対象となった阪和銀行、ブリッジバンク方式による不良債権処理を期待さ
れたにも関わらず短期間で失敗に終わったなみはや銀行など、関西には特筆す
べき事例が集中している8)。また、りそな銀行と合併した奈良銀行や、三井住
友銀行の連結子会社となったみなと銀行と関西アーバン銀行など、大手行との
結び付きを強化する動きも見られる。この間のこうした急激な再編を反映して
か、大阪と兵庫を除く他の府県には本店を有する第二地銀は存在しないのが実
状である。
地方銀行や第二地方銀行と同様に、信用金庫についても再編が加速するのは
バブル経済が崩壊した 1990年代半ば以降である。表 1は、1990年度以降の
関西地域における信用金庫の数の推移を 5年おきにまとめたものである。減
少した数に着目すると、京都と大阪が突出して再編が加速していることが見て
取れる。京都の信金再編に関して特筆すべきは、その当時では事例がほとんど
なかった 3金庫以上にまたがる広域合併と、合併直後に時間を経ずして経営
破綻をした再編の失敗事例の存在である。前者は、2002年 11月の京都北都信
金、舞鶴信金、東舞鶴信金、綾部信金、福知山信金との対等合併である（存続
信金は京都北都信金）。京都北都信金は、1996年 1月に北京都信金、丹後中央
信金、網野信金、丹後織物信組と合併して誕生した経緯があり、1990年代初
めに京都府下に存在した信金の過半を統合したことになる。後者は、伏見信金
と西陣信金との合併によって 1993年 11月に成立した京都みやこ信金であり、
2000年 1月に経営破綻をし、京都中央信金に事業譲渡された。京都中央信金
は、同時期に経営破綻をした南京都信金の事業についても譲受しており、これ
らの再編を契機に急激に経営規模を拡大させている。
8) 岩坪（2008）では、これらの銀行破綻が取引先の金融環境にどのような影響を与えているのか
について、大阪の中小企業を対象に分析が行われている。
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表 1. 　関西地域における信用金庫の数の推移
1990 年度 1995 年度 2000 年度 2005 年度 2010 年度
滋賀県 4 4 4 3 3
京都府 12 9 7 3 3
大阪府 23 21 16 10 10
奈良県 3 3 3 3 3
和歌山県 5 3 3 3 2
兵庫県 14 13 13 11 11
全国 448 415 370 292 271
　　　　出所：金融ジャーナル編『金融マップ』各年版より筆者作成。
京都と比して、大阪の信金再編の特色として指摘できるのは、2000年代以
降に合併が加速している点である。特に、短期間に複数回の合併を繰り返して
いる先が存在している。例えば、2001年 11月に泉陽信金が泉州信金を吸収
合併して誕生した南大阪信金は、わずか 3年足らず後の 2004年 10月に大阪
信金に吸収合併されている。大阪信金の状況は京都中央信金と類似しており、
1997年 10月の三和信金の合併に始まり、2002年 3月の大阪第一信金の営業
譲受、同 6月の相互信金の営業譲受と、経営破綻をした金庫の受け皿となる
ことで経営規模を拡大させてきた経緯がある。その他、1997年 11月に大阪産
業信金と対等合併をした八光信金は、2005年 2月に阪奈信金と合併し、大阪
東信金となり消滅している。その後、2000年代の後半にかけて 10金庫のまま
で推移してきたが、2013年 11月に大阪市信金、大阪東信金、大福信金が合併
して大阪シティ信金が発足したことで再編が再び加速してきている。2014年
2月には十三信金と摂津水都信金が合併して北おおさか信金が発足し、大阪府
下の信用金庫は 7金庫にまで減少している。
現存する数だけを見れば和歌山も相当に再編が進んでいる。関西 2府 4県
では兵庫に次いで大きな面積を有する和歌山であるが、現存する金庫は、それ
ぞれ県の南北の端に位置する和歌山市と新宮市に本店を構えるきのくに信金、
新宮信金の 2金庫のみとなっている。きのくに信金は 1993年 11月に南海信
金、和歌山信金、紀州信金が合併して誕生した経緯があり、2008年 1月には湯
浅信金と合併している。これに対し、新宮信金はこれまで再編の枠外に留まっ
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ており、きのくに信金とは経営規模に大きな開きが存在している9)。
これら再編が顕著に進んでいる 3つの府県と対照的なのが、滋賀、奈良、兵
庫である。滋賀では、彦根信金と近江八幡信金が 2004年 7月に合併して滋賀
中央信金となっているが、これが 1980年代以降を通じても唯一の信金相互の
再編事例である。奈良にいたっては、再編事例そのものが皆無である。兵庫で
は過去 20年間に 3金庫減少しているが、いずれも破綻に関連している。1990
年代の 1金庫の減少こそ関西信金と西宮信金が合併して成立した関西西宮信
金の発足のためであるが、同金庫は 2001年 11月に経営破綻し、兵庫県内の
神戸信金、姫路信金、兵庫信金、尼崎信金に分割事業譲受されている。また、
2002年 1月には神栄信金が経営破綻し、日新信金に事業譲受されている。つ
まり、上記の関西西宮信金の事例を除き、過去 20年間に兵庫県内では信金相
互の合併は生じていない。
最後に、信用組合の再編についても簡単に触れておく。全国に共通する現象
ではあるものの、関西地域でも信用組合の再編が急激に進んでおり、その理由
も経営破綻を契機としたものが少なくない。特に、大阪の状況が顕著であり、
1990年度末の 32組合から 2000年代の半ばには 12組合にまで激減している。
ただ、消滅した大阪の信組の大部分が地域信組であり、職域や業域の多くは存
続している。大阪ほどではないものの、他府県についてもよく似た状況であ
り、信組の数は減る傾向にある。現在、奈良では県内に本店を構える信組は皆
無であり、京都では民族系信組が 1つ、和歌山でも職域信組が 1つという状況
となっている。興味深い再編としては、兵庫県内に本店を構えていた富士信組
が 2010年 10月に大阪府内の大阪共栄信組と合併した事例を挙げることがで
きる（存続信組は大阪共栄信組）。民族系信組以外の地域信組で、このような
越境的な再編は極めて数少ない事例であると言える。
2.2 店舗再編の変遷
次に、地域金融機関の店舗展開の変遷について概観する。信用組合について
9) ただし、2002 年 6 月に異業態である紀南信組（本店所在地は三重県熊野市）の事業を全て譲受
している。
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は、経営破綻による変動が著しいことから、ここでの分析からは除外する10)。
図 1は、関西 2府 4県における地域銀行の総店舗数の変遷を、1991年度以降
についてまとめたものである11)。滋賀については特筆すべき変化は認められ
ないものの、残る 2府 3県については明確に減少傾向が見て取れる。特に、破
綻銀行が本店を構えていた大阪と兵庫で顕著となっている。2012年度末の大
阪の総店舗数は 438であり、ピーク時の 1993年度の 796と比較して 45.0%減
少している。絶対数の違いゆえにグラフ上では判別し難いものの、和歌山では
さらに大きく、同じ期間に 47.8%も減少している。これらの府県で共通してい
るのは、再編後に存続銀行が被吸収銀行との重複している店舗の整理統合を積
極的に進めている点である。例えば、1999年 4月に阪神銀行がみどり銀行を
吸収合併する形で発足したみなと銀行の場合、1999年度末に 151あった国内
店舗網が 2012年度末には 106にまで減少している。兵庫における同期間の減
少のほとんどが、これらみなと銀行の店舗再編によるものである。
同様に、それぞれの地域における信用金庫の総店舗数をまとめているのが図
2である。前段での説明を裏付ける様に、少なくない数の破綻金庫が存在した
図 1. 　関西における地域銀行の店舗数の推移
700
800
900
ṑ⾐
੩ㇺ
300
400
500
600 ᄢ㒋
ᄹ⦟
๺᱌ጊ
౓ᐶ
0
100
200
　　出所：金融ジャーナル編『金融マップ』各年版より筆者作成。
10) データ引用先において、年度末の時点では経営破綻を理由に総数から除外されていたものが、翌
年度などに事業譲渡された店舗数が総数に加算される事例が信用組合については少なくない。
11) 地方銀行と第二地方銀行を合算して地域銀行とした理由は、2000 年 4 月の大阪銀行と近畿銀
行との合併による近畿大阪銀行の発足や、2006 年 10 月の紀陽銀行による和歌山銀行の吸収合
併など、この間に業態を超えた再編があったためである。
|170|
播磨谷：地域金融機関の店舗展開と事業所の開廃業との因果関係の検証
大阪と京都において、2000年代以降の減少傾向が顕著に示されている。2012
年度末の大阪、京都の総店舗数はそれぞれ 375と 225であり、1990年代半ば
のピーク時との比較では、それぞれ 21.5%、38.0%の減少となっている。これ
に対し、再編の事例が少ない兵庫では、破綻した信組からの事業譲渡などが影
響しているものの、大阪や京都のような減少傾向は認められない。2012年度
末の兵庫の総店舗数は 435であり、ピーク時である 1999年度末と比較してわ
ずか 26店舗、率にして 6.0%しか減少していない。むしろ、兵庫では近年に店
舗の新設が進み、緩やかではあるが総数は増える傾向にある。減少傾向が認め
られないのは、兵庫と同じく再編の事例が少ない滋賀と奈良についても見て取
れる。特に、滋賀については、微増ではあるが 2000年代半ば以降に店舗の新
設が増える傾向にある。他方、図 2から読み取ることは難しいものの、和歌山
については、大阪、京都と同様に減少傾向が認められ、2012年度末における
総店舗数はピーク時に比べて 27.4%減少している。
このように、地域銀行、信用金庫のいずれとも、合併などによる再編が店舗
数の減少に影響していることが理解できる。しかし、上記の兵庫や滋賀の事例
にもある通り、近年の店舗展開の動向は必ずしも統廃合による減少一辺倒には
なっていない。大阪や京都においても店舗の新設は増える傾向にある。ただ、
興味深いのは、地元に本店を構える金融機関ではなく、隣接する他の地域から
図 2. 　関西における信用金庫の店舗数の推移
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　　出所：金融ジャーナル編『金融マップ』各年版より筆者作成。
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越境的な進出が目立つ点である。例えば、大阪では 2008年度以降に 16の地
方銀行の店舗が新設されているが、いずれも他府県に本店を構える地方銀行の
ものとなっている12)。兵庫についても、12のうち 9が他府県の地方銀行のも
のである。地方銀行ほど顕著ではないものの、第二地方銀行や信用金庫につい
ても、同様の現象は見て取れる。銀行の店舗規制は 1997年に完全撤廃されて
既に久しく、個々の金融機関が自由裁量で店舗展開を決定できる環境にある点
は理解できるものの、地域密着型のリレバンの推進という近年の行政の方向性
とは必ずしても整合的であるとは言えず、理念と現実との乖離を象徴する現象
であると言えよう。
3. 分析方法
序章でも述べた通り、本論では店舗数に基づく競争環境と民営事業所の開
廃業との因果関係について、回帰分析から実証的な検証を行う。仮に貸し手の
競争度が高い地域ほど借り手の金融環境にプラスの影響を与えているのであれ
ば、既存の企業だけではなく、新規の企業も等しく恩恵を受けると考えられる
ことから、開業の促進に結び付くものと予想できる13)。また、貸し手の高い競
争度が既存の取引先に対する金融支援の強化を促しているのであれば、廃業の
抑制に結び付くものと考えられる。
回帰分析において、被説明変数となる開業率（FBR）と廃業率（FDR）は、
2003年からのリレバン機能強化推進による変化を見る目的から、その前後に
おける分析対象期間の値を採用する。具体的には、「平成 16年事業所・企業統
計調査」に掲載されている 2001年から 2004年にかけての変化と、「平成 21
年経済センサス」に掲載されている 2006年から 2009年にかけての変化を率
として計算する14)。いずれも、民営事業所のみを対象とする。
12) 特筆すべきは、16 のうち 9 が京都銀行の店舗という点である。同行は、2000 年代半ば以降に積
極的な店舗展開を推進しており、関西広域型の地方銀行を目指すことを経営目標に掲げている。
13) 開業率に関する限り、資金調達の難易度が影響を与えていることを明らかにしている先行研究が少
なくない。具体的には、Keeble and Walker（1994）、Parker（1996）、Yamawaki（1991）
などを参照されたい。
14) 「事業所・企業統計調査」から「経済センサス」への移行に際しては、調査方法や集計方法が変
更されたため、数値が連続していない。
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次に、競争環境を反映する指標として、本論では各市町村における地域金融
機関の店舗数に基づくハーフィンダール指数を計算する。店舗の規模に違いが
あるのは自明であり、本来であれば貸出金残高などに基づく指標を採用するの
が望ましいが、そのような店舗毎の詳細な数字をすべての金融機関について入
手することは不可能であるため、店舗数に基づく指標を採用する。なお、プレ
ゼンスの極端な違いを考慮して、信用組合については、含めない場合（HHI 1）
と含める場合（HHI 2）のそれぞれについて競争度の指標を計算し、推定結果
の比較を行う15)。ただし、後者の指標の計算に際しては、民族系を除く地域
信組の店舗数のみを対象に含めることとする。これら各市区町村における各地
域金融機関の店舗数の詳細は、『日本金融名鑑』（日本金融通信社）の各年版か
ら引用する。ハーフィンダール指数は 0から 1の値を取り、競争度が高けれ
ば高いほど 0に近づくことから、上記の仮説が支持されるのであれば、開業率
（FBR）に対してはマイナスの推定値が、廃業率（FDR）に対してはプラスの
推定値が、それぞれ計測されることが予想される。
その他、コントロール変数として以下のものを採用する。まず、各市区町村
の社会基盤の違いを反映する指標として人口数の変化率（POPC）と 65歳以
上人口比率（OLDPR）を使用する。また、周辺地域との相対的な経済活動の
集約度の違いを反映する指標として昼夜間人口比率（DPNPR）を、各市区町
村の財政基盤の違いを反映する指標として地方税収入額の変化率（RGTXR）
をそれぞれ使用する。さらに、各市区町村の物理的な大きさの違いを反映する
指標として面積の対数値（LA）を使用する。これらのコントロール変数の各
データは、いずれも『民力』（朝日新聞出版）の各年版から引用する。
回帰分析に際しては、同時性バイアスを避ける目的から、いずれの説明変
数とも開廃業の変化率の各々の始点の直前である 2000年と 2005年の時点の
ものを使用する。ただし、人口数の変化率（POPC）については 5年毎に実
施される国勢調査の数字を引用するため、1995年から 2000年まで、2000年
から 2005年までの変化率をそれぞれ使用する。また、地方税収入額の変化率
15) 関西における信用組合のプレゼンスは総じて低い。2012 年度末における各府県の貸出金残高の
総計に占める信用組合のシェアは、最も高い兵庫で 3.3%、最も低い奈良で 0.3%となっている。
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（RGTXR）については、開業率や廃業率の期間と合わせ、直前の 3年間の変
化率を使用する。
表 2は、回帰分析で使用する諸変数の記述統計量をまとめたものである。サ
ンプル数が相違しているのは、市町村合併がこの間に進展したためである。特
に、滋賀では 50から 26、兵庫では 96から 49へと顕著に減少している16)。被
説明変数となる開業率（FBR）と廃業率（FDR）を見ると、決して関西に限っ
た現象ではないものの、最近時ほど開業が減り、廃業が増える傾向にあること
が示されている17)。また、金融機関の再編や店舗の統廃合を反映してか、店舗
数に基づくハーフィンダール指数は、信用組合を含めない場合（HHI 1）と含
める場合（HHI 2）のいずれとも、最近時の方が平均は小さくなっている。な
お、最小が 0となっていることから理解できる通り、本論で定義する地域金融
機関の店舗がまったく存在しない市町村がいくつかある18)。その他、市町村
表 2. 　記述統計量
分析対象期間
2001年から2004 年 2006 年から2009 年
平均 標準偏差 最小 最大 平均 標準偏差 最小 最大
0.0303 0.0164 0.0000 0.0886 0.0197 0.0065 0.0048 0.0402
0.0491 0.0142 0.0125 0.1328 0.0495 0.0084 0.0216 0.0749
0.4605 0.3318 0.0000 1.0000 0.3974 0.2874 0.0000 1.0000
0.3833 0.3489 0.0000 1.0000 0.3805 0.2854 0.0000 1.0000
0.0044 0.0548 0.1614 0.2682 0.0033 0.0109 0.0354 0.0363
0.2158 0.0679 0.1050 0.4200 0.2280 0.0646 0.1250 0.4520
0.0260 0.0381 0.1821 0.3885 0.0152 0.0426 0.2204 0.3583
サンプル数 364 246
16) サンプル数はいずれも開廃業のデータ引用先で公表されている市区町村に基づいており、必ずし
も実際の合併時期を正しく反映しているわけではない。なお、京都市を始めとする政令指定都市
については区別のデータが入手できることから、市ではなくそれぞれの区をサンプルとしてい
る。ただし、2006 年 4 月 1 日に政令指定都市に移行した大阪府の堺市については、一部のコ
ントロール変数について 2005 年度時点の区別の詳細が判明しなかったことから、区ではなく
集計された市をサンプルとしている。
17) 開業率と廃業率は、データ引用先に掲載されている、事業内容等不詳事業所を除いた数字に基づ
いて計算している。
18) 2006 年から 2009 年にかけての分析対象期間において、2005 年度末時点で地域金融機関の店
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合併の進展を反映して、面積の対数値（LA）の平均が最近時ほど大きくなっ
ている。
4. 分析結果
表 3は、前半の分析対象期間の推定結果をまとめたものである。開業率（FBR）
の決定要因から見ていくと、店舗数のハーフィンダール指数の推定値は、信用
組合を含めない場合（HHI 1）、含めた場合（HHI 2）のいずれとも、有意にマ
イナスとなっている。つまり、地域金融機関の競争度が低く、ハーフィンダー
ル指数が高い地域ほど、開業率は低い傾向にあることを示している。その他の
コントロール変数の推定値については、人口数の変化率（POPC）、65歳以上
人口比率（OLDPR）、昼夜間人口比率（DPNPR）の 3つが有意となってお
り、それぞれの符号も直観と整合的である。つまり、人口が増え、相対的に労
働人口が多く、昼間人口が夜間人口を上回る経済活動が盛んと考えられる市区
町村ほど、開業率は高い傾向にある。
次に、廃業率（FDR）の決定要因について見ていくと、ここでも店舗数のハー
表 3. 　推定結果（分析対象期間：2001～2004 年）
被説明変数
推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差
定数項 0.0399 *** 0.0042 0.0382 *** 0.0042 0.0601 *** 0.0032 0.0586 *** 0.0032 
0.0080 *** 0.0026 0.0063 ** 0.0026 
0.0079 *** 0.0025 0.0078 *** 0.0025 
0.0424 ** 0.0170 0.0386 ** 0.0174 0.0426 *** 0.0159 0.0366 ** 0.0161 
0.0168 0.0148 0.0181 0.0146 
0.0002 0.0008 0.0001 0.0008 0.0017 ** 0.0007 0.0016 ** 0.0006 
決定係数 0.2753 0.2751 0.2710 0.2815
サンプル数 364 364
注）標準誤差はWhite による修正を行ない、***、**、*は、1%、5%、10%水準で有意であるこ
とを示している。
舗がまったく存在しない市町村の数は 16 である。2001 年から 2004 年にかけての分析対象期
間における数は 33 のため、大きく減少しているかのような印象を受けるが、すべて市町村合併
によるものである。
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フィンダール指数の推定値はいずれとも有意にマイナスとなっている。つまり、
地域金融機関の競争度が低く、ハーフィンダール指数が高い地域ほど、廃業率
も低い傾向にあることを示している。その他のコントロール変数の推定値につ
いては、65歳以上人口比率（OLDPR）、昼夜間人口比率（DPNPR）、面積の
対数値（LA）の 3つが有意となっている。地方税収入額の変化率（RGTXR）
の推定値は、ここでも有意ではない。
表 4は、後半の分析対象期間の推定結果をまとめたものである。開業率（FBR）
の決定要因から見ていくと、ここでも店舗数のハーフィンダール指数の推定値
はいずれとも有意にマイナスとなっている。ただし、有意水準は前半の分析対
象期間と比較して低下している。その他のコントロール変数の推定値について
は、人口数の変化率（POPC）についてのみ有意となっている。サンプル数が
減少していることも要因として考えられるが、自由度修正済み決定係数につい
ては、わずかではあるが高くなっている。
次に、廃業率（FDR）の決定要因について見ていくと、店舗数のハーフィン
ダール指数の推定値は、マイナスの符号となっているもののいずれとも有意で
はない。対照的に、その他のコントロール変数の推定値については、人口数の
変化率（POPC）を除き、すべて有意となっている。前半の分析対象期間では
有意ではなかった地方税収入額の変化率（RGTXR）の推定値は、ここでは有
表 4. 　推定結果（分析対象期間：2006～2009 年）
被説明変数
推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差
定数項 0.0248 *** 0.0022 0.0247 *** 0.0022 0.0458 *** 0.0029 0.0459 *** 0.0029
0.0037 ** 0.0018 0.0028 0.0025
0.0034 * 0.0018 0.0032 0.0024
0.0117 0.0119 0.0118 0.0120 0.0268 * 0.0160 0.0275 * 0.0162
0.0058 0.0077 0.0056 0.0077 0.0280 ** 0.0132 0.0279 ** 0.0131
0.0001 0.0003 0.0002 0.0003 0.0012 *** 0.0004 0.0013 *** 0.0004
2 0.2877 0.2829 0.1270 0.1294
サンプル数 246 246
注）標準誤差はWhite による修正を行ない、***、**、*は、1%、5%、10%水準で有意であるこ
とを示している。
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意となっている。また、65歳以上人口比率（OLDPR）の推定値が反対の符号
となっており、相対的に労働人口が少ない市区町村ほど廃業率は高い傾向にあ
ることが理解できる。他方、開業率（FBR）を被説明変数とする推定結果とは
対照的に、自由度修正済み決定係数が前半の分析対象期間と比較して低くなっ
ており、廃業率（FDR）の決定要因に変化が生じていることが推察される。
このように、関西の市区町村における民営事業所の開業率は、リレバン機
能強化推進の前後を通じて、地域金融機関の競争度が高い地域ほど高い傾向に
あることが確かめられた。リレバンの成果を開業の促進に限定することはでき
ないものの、これらの結果は Black and Strahan（2002）や式見（2012）と
整合的であり、全国を対象とした日本の先行研究とは相違している。これに
対し、廃業率への地域金融機関の競争度の影響は、リレバン機能強化推進の前
後で変化している。リレバン機能強化の推進が始まる前の分析対象期間では、
競争度が低い地域ほど廃業率が低いことを示唆する推定値が有意に計測されて
いたが、それ以後の分析対象期間では有意ではなくなっている。この結果だけ
からリレバンの成果を否定することは容易ではないが、競合する金融機関の数
がそれほど多くなく、取引先との密着した関係が廃業の抑制に寄与したと考え
られるのは、むしろリレバン機能強化の推進が始まる前であったことが推察さ
れる。他方、決定係数がリレバン機能強化の推進が始まる前と比べて低下して
いることや、コントロール変数の推定値の有意水準や符号が相違していること
から、廃業率の決定要因が最近時になり変化している可能性は否定できない。
特に、後半の分析対象期間はリーマンショック後の時期とわずかではあるが重
なっており、これらのマクロ的な環境の変化が影響を与えていることは十分に
考えられる19)。
ところで、本論の分析では関西 2府 4県のすべての市区町村を対象として
19) 「平成 21 年経済センサス」は 2009 年 7 月 1 日現在によって実施されており、調査員が調査
票を配布・取集する期間は同年の 6 月 24 日から 7 月 14 日であったことが、総務省統計局に
よって公表されている。リーマンショック後の中小企業金融支援策として始まった緊急保証制
度は 2009 年 4 月から、また金融円滑化法の施行は同年 12 月であり、2008 年度後半の景気後
退期については特筆すべき対策は取られていないと判断できる。
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きたが、関西の内部における地域間格差の問題は決して無視できないと考えら
れる。特に、政令指定都市である京都市、大阪市、神戸市への経済機能の集中
は顕著であり、推定結果にバイアスを与えている可能性は大きい20)。そこで、
推定結果の頑健性について確かめることを目的に、これらの政令指定都市の
データを除いたサンプルを対象に、同じ推定モデルを試行することとする。
表 5は、前半の分析対象期間の推定結果をまとめたものである。開業率（FBR）
の決定要因から見ていくと、店舗数のハーフィンダール指数の推定値は、いず
れとも有意にマイナスとなっている。しかも、値そのものが、表 3と比較して
ほとんど同じ水準である。つまり、政令指定都市を除いた場合でも、地域金融
機関の競争度の高さは開業の促進に結び付いていることが理解できる。ただし、
コントロール変数のうち、表 3では有意であった昼夜間人口比率（DPNPR）
の推定値がここでは有意ではなくなっている。
他方、廃業率（FDR）の決定要因について見ていくと、店舗数のハーフィン
ダール指数は信用組合を含める場合（HHI 2）についてのみ有意にマイナスと
なっている。しかも、表 3と比較してその値はわずかではあるが小さくなって
表 5. 　推定結果（分析対象期間：2001～2004 年）【政令指定都市を除く】
被説明変数
推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差
定数項 0.0392 *** 0.0077 0.0390 *** 0.0076 0.0582 *** 0.0064 0.0588 *** 0.0063 
0.0079 *** 0.0028 0.0039 0.0028 
0.0081 *** 0.0027 0.0059 ** 0.0027 
0.0377 * 0.0192 0.0331 * 0.0196 0.0543 *** 0.0189 0.0478 ** 0.0192 
0.0063 0.0147 0.0083 0.0146 
0.0007 0.0010 0.0006 0.0010 0.0005 0.0009 0.0005 0.0009 
決定係数 0.2364 0.2382 0.1203 0.1316
サンプル数 320 320
注）標準誤差はWhite による修正を行ない、***、**、*は、1%、5%、10%水準で有意であるこ
とを示している。
20) 「平成 21 年経済センサス」に掲載されている 2009 年時点における事業内容等不詳先を除く民
営事業所数に基づいて、京都、大阪、兵庫の各府県内総数に占めるそれぞれの政令指定都市の
シェアを計算すると、京都市が 62.4%、大阪市が 46.9%、神戸市が 30.7%であった。
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いる。また、コントロール変数のうち、表 3と同じく有意であるのは 65歳以
上人口比率（OLDPR）の推定値のみとなっている。これらのことを反映する
ように、自由度修正済み決定係数が表 3と比較して低くなっている。つまり、
廃業率に関しては、その決定要因が都市部とそれ以外とで相違している可能性
が大きいことを示唆している。
表 6は、後半の分析対象期間の推定結果をまとめたものである。開業率（FBR）
の決定要因から見ていくと、ここでも店舗数のハーフィンダール指数の推定値
は、いずれとも有意にマイナスとなっている。リレバン機能強化の推進が始ま
る前の分析対象期間と同じく、値そのものが表 4と比較してほとんど大差が無
い。コントロール変数についても同様であり、人口数の変化率（POPC）の推
定値のみ有意となっている。つまり、開業率の決定要因に関しては、都市部と
それ以外との大きな違いは認められない。
次に、廃業率（FDR）の決定要因について見ていくと、表 4と同様に、店
舗数のハーフィンダール指数の推定値がいずれとも有意ではない。また、コン
トロール変数のうち、有意であるのは地方税収入額の変化率（RGTXR）の推
定値のみとなっている。これらのことを反映するように、自由度修正済み決定
係数が表 4と比較して極端に低くなっており、本論で採用した説明変数では都
市部を除く市町村の廃業率の違いをほとんど説明できていないことが理解でき
表 6. 　推定結果（分析対象期間：2006～2009 年）【政令指定都市を除く】
被説明変数
推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差
定数項 0.0307 *** 0.0042 0.0306 *** 0.0042 0.0510 *** 0.0052 0.0511 *** 0.0051
0.0039 ** 0.0020 0.0012 0.0026
0.0037 * 0.0020 0.0015 0.0026
0.0061 0.0942 0.0048 0.0948
0.0107 0.0142 0.0107 0.0145 0.0113 0.0185 0.0121 0.0188
0.0060 0.0037 0.0060 0.0037 0.0030 0.0050 0.0031 0.0050
0.0082 0.0083 0.0081 0.0083 0.0254 ** 0.0126 0.0254 ** 0.0126
0.0001 0.0004 0.0002 0.0004 0.0006 0.0005 0.0006 0.0005
2 0.2700 0.2650 0.0000 0.0010
サンプル数 202 202
注）標準誤差はWhite による修正を行ない、***、**、*は、1%、5%、10%水準で有意であるこ
とを示している。
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る。つまり、リレバン機能強化の推進が始まる前の分析対象期間にも増して、
廃業率に関しては、その決定要因が都市部とそれ以外とで相違している可能性
が大きいと考えられる。
5. まとめと課題
本論では、地域金融機関の競争環境が民営事業所の開廃業にどのような影響
を与えているのかについて、関西 2府 4県の市区町村を対象に、リレバン機
能強化の推進が始まる前後の変化に着目して実証的な検証を行った。リレバン
の成果は必ずしも開業の促進や廃業の抑制に限定されるわけではないものの、
貸し手の競争度の高さが借り手の金融環境にプラスの影響を与えているのかど
うか、またその影響が行政主導によるリレバン機能強化の推進で強くなってい
るのかどうかを明らかにすることが分析の目的である。本論で明らかにされた
内容は、以下のように要約することができる。
まず、開業率については、リレバン機能強化推進の前後を通じて、地域金
融機関の競争度が高い地域ほど高い傾向にあることが確かめられた。これに対
し、廃業率については、リレバン機能強化推進が始まる以前では競争度が低い
地域ほど廃業率が低いことを示唆する推定値が有意に計測されていたのに対
し、それ以後では有意ではなくなっていることが確かめられた。さらに、推定
結果の頑健性を確かめるため、3つの政令指定都市を除外して同じ推定モデル
を検証したところ、開業率についてはほとんど同じ結果が得られたのに対し、
廃業率についてはリレバン機能強化の推進後において競争度の指標がまったく
有意な影響を与えていないことが確かめられた。
このように、リレバン推進の政策効果に関する限り、本論で明らかにされた
内容は、必ずしも積極的に評価するものではない。特に、廃業率に関しては、
リレバン機能強化推進が始まって以後において、競争度の推定値がまったく有
意ではなく、金融機能とは異なる要因がその変化に影響している可能性を無視
できない。ただ、本論の分析対象は 2006年から 2009年にかけての変化率で
あり、2003年から始まったリレバン推進の効果を必ずしも網羅的に含んでい
るわけではない。また、有意ではないものの、推定値の符号は競争度が低い地
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域ほど廃業率が低いことを示唆するマイナスとなっており、取引先との密着度
の高い個々の地域金融機関の事業再生などの各種の支援が廃業率の抑制に結び
付いている可能性を完全に否定することはできない。
他方、本論では残された課題も山積している。まず、本論では業種の詳細を
まったく考慮せずにただ単に民営事業所数の変化のみから開業率や廃業率を定
義しており、必ずしもそれぞれの地域特性の違いが実証分析に反映されていな
い。引用先において公表されているデータをさらに精査し、もう少し細かな検
証が可能かどうかの検討が必要であろう。また、地域金融機関の競争環境の実
情が店舗数に基づくハーフィンダール指数で捉えられているのかどうかは疑問
であり、代替的な定義を考慮する余地は残されている。特に、店舗網の広域化
が進む近年の地域金融機関の状況を考えれば、地元以外の金融機関の店舗比率
や設立以後の年数の違いなどについてコントロールすることも検討すべきであ
ろう。さらに、民営事業所の開廃業が地域金融機関の店舗展開にどのような影
響を与えているのかといった、本論の分析とは反対の因果関係についても、リ
レバン推進の政策効果を検証するうえで必要な検討課題であると言えよう。今
後はこれらの課題に配慮しながら、分析のさらなる精緻化を進めていきたいと
考えている。
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